
















































































































































9南亮一. “インフォプロのための著作権入門第 4回著作権が働かない場合 (1) 権利









































































































































5. 著作物を複製して作成した授業用資料を教員間で共有して利用 要許諾 △
6. 教育とは別目的で学生や保護者に送信 要許諾 △
7. 次年度以降の再利用 要許諾 △
8. 一般公開講座をウェブ上で公開 要許諾
3.改正著作権法35条の各文言の判断基準について
19
*本節の内容は、2004年に著作権法第35条ガイドライン協議会が公表した「学校その他の教育機関における著作物の
複製に関する著作権法35条ガイドライン」を参考にしており、今後、「著作物の教育利用に関する関係者フォーラム」
における検討の結果により変化することもあることにご留意ください。
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改正著作権法35条
（学校その他の教育機関における複製等）
第三十五条 ①学校その他の教育機関（営利を目的として設置されている
ものを除く。）において②③教育を担任する者及び授業を受ける者は、
その④授業の過程における利用に供することを目的とする場合には、
その⑤必要と認められる限度において、
公表された著作物を⑥複製し、若しくは⑦公衆送信（自動公衆送信の場合
にあつては、送信可能化を含む。以下この条において同じ。）を行い、
又は公表された著作物であつて公衆送信されるものを受信装置を用いて
公に伝達することができる。
ただし、当該著作物の種類及び用途並びに当該複製の部数及び当該複製、
公衆送信又は伝達の態様に照らし⑧著作権者の利益を不当に害することと
なる場合は、この限りでない。
２ 前項の規定により公衆送信を行う場合には、同項の⑨教育機関を設置
する者は、相当な額の補償金を著作権者に支払わなければならない。
 批評・研究などの目的で引用
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改正著作権法35条
許諾が不要
 非営利・無償で一般向けに上映
授業目的の利用
授業目的での利用授業目的以外での利用
（研究・広報など）
許諾が必要
 教授会での複製物の共有
 共同研究先や研究室内での研究
目的での論文等の共有
 研究会等で引用を超える範囲で
他者の著作物を利用して発表
 一般公開の講座での利用
 一般公開の講座を動画で公開
 広報物に複製して学内外に配布
許諾が不要
許諾が必要
 教材を印刷コピーして50名程度
を対象とする授業にて配布
 対面授業を合同で同時遠隔上映し
授業用資料を送信（公衆送信）
• 対面授業にて授業用資料を
• スクリーンに投影して上映
 電子化した授業用資料を送信
（公衆送信）
35条
1項
 検定教科書、参考書、教材用と
して販売されているものの複製
 教材を他の教員、他機関と共有
35条
1項
35条
3項
• オンデマンドor配信授業にて上映
し授業用資料を送信（公衆送信）
35条
3項
38条
32条
 図書館での著作物の一部分の複製31条
＊本スライドの記載はあくまで一例
法
施
行
後
に
無
許
諾
・
有
償
に
現
行
法
で
無
許
諾
・
無
償 その他の権利制限に該当する利用
30~
47条
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改正著作権法35条
①学校その他の教育機関とは
組織的・継続的教育活動を営む教育機関であり、営利を目的としないものをいう。
*以下は、2004年に著作権法第35条ガイドライン協議会が公表した「学校そ
の他の教育機関における著作物の複製に関する著作権法35条ガイドライン」
を参考にしており、今後、「著作物の教育利用に関する関係者フォーラム」に
おける検討の結果により変化することもあることにご留意ください。
○ 文部科学省が教育機関として定める幼稚園、小中高校、中等教育学校、
大学、短期大学、大学院、高等専門学校、特別支援学校、専修学校、省庁
大学校
○ 社会教育においては、年間教育計画を有し、卒業資格を授与するところ
× 予備校、塾、カルチャースクール、学童保育、企業・団体等
× 外部団体が単に教育機関の施設を利用している場合
23
改正著作権法35条
②教育を担任する者とは
授業を実際に行う人をいう。
○ 「授業」を担任する教師、教授、講師等
○ 授業を担任する者の指示に基づきその「手足」として複製・公衆送信を
行う当該教育機関の職員や、自治体・学校との契約により活動する
特別支援教育支援員、ICT支援員、外国語指導助手など
× 直接授業を担任しない教員
③授業を実際に受ける人とは
授業を実際に受ける人をいう。
○ 「授業」を担任する者の指導下にあり、履修登録をしている者（履修者）
（大学設置基準等に基づく大学間の交流により授業を受ける他校生も含む）
× 履修登録のない他校生、他校の教員、保護者等の参観者
*以下は、2004年に著作権法第35条ガイドライン協議会が公表した「学校そ
の他の教育機関における著作物の複製に関する著作権法35条ガイドライン」
を参考にしており、今後、「著作物の教育利用に関する関係者フォーラム」に
おける検討の結果により変化することもあることにご留意ください。
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改正著作権法35条
④授業の過程における利用とは
「授業」とは大学設置基準等で定義されるものをいい、その過程での利用を指す。
○ クラスでの授業、総合学習、学校行事、ゼミ、実験・実習・実技、出席や
単位が必要な部活動。進路指導や交換留学プログラムなども含む
○ 授業用資料の作成準備段階での複製・保存
○ 予習・復習のために授業用資料を配布
× サークル、同好会、研究会などの自主活動
⑤必要と認められる限度とは
授業の対象となる必要部分をいう。
○ 授業に必要な最小限の部分、分量、部数（⑨に詳述）
○ 当該授業の予習・復習のために授業用資料を送信
改正著作権法施行後に可能となる
*以下は、2004年に著作権法第35条ガイドライン協議会が公表した「学校そ
の他の教育機関における著作物の複製に関する著作権法35条ガイドライン」
を参考にしており、今後、「著作物の教育利用に関する関係者フォーラム」に
おける検討の結果により変化することもあることにご留意ください。
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改正著作権法35条
⑥複製とは
著作物の有形的な再製をいう。尚、いわゆる引用も複製にあたる。
○ 印刷、写真、複写、録音、録画、手書き等、複製手段を問わない
（第47条の6により翻訳、編曲、変形、翻案して利用することも可能）
○ パソコン、サーバー、タブレット、スマートフォン等への蓄積
⑦公衆送信とは
放送、有線放送、自動公衆送信（リクエストに応じ自動送信）、その他の公衆送信
（メール・FAX等）の全てを含む、不特定又は特定多数の者に送信する場合をいう。
○ 主会場での授業を副会場に遠隔で同時上映し、授業用資料を履修者に送信
× 誰もがアクセス可能なウェブサイトによる送信
改正著作権法施行後に可能となる
大学の同一敷地内に送信設備と受信設備が設置されており、同一敷地内で送信する
場合は公衆送信にあたらないため、送信可能
○ 特定多数の履修者宛にメール・FAXで授業用資料を送信
○ Youtube等の動画投稿サイトの動画を授業で見せる
○ パスワード認証等のアクセス制限のある環境下で授業用資料を送信
*以下は、2004年に著作権法第35条ガイドライン協議会が公表した「学校そ
の他の教育機関における著作物の複製に関する著作権法35条ガイドライン」
を参考にしており、今後、「著作物の教育利用に関する関係者フォーラム」に
おける検討の結果により変化することもあることにご留意ください。
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改正著作権法35条
⑧著作権者の利益を不当に害することとなる場合とは
著作物の種類、用途、複製・送信の部数（人数）等が考慮される。
○ 著作物は国内のものか海外のものかを問わずその全てを利用できる
× 教材として販売されていたり、一人につき1ライセンスとして販売されて
いるような著作物の場合は不当に害するとみなされる可能性が高い
× 履修者が多数に上る（通常の1クラスの履修者数と担任するものの和として
50名程度という記述がある）場合
× 履修者以外が閲覧できるような公衆送信（⑦も参照）
⑨教育機関を設置する者とは
教育機関を設置し、所有する者をいう。つまり、教員が各人で支払うのではなく、
組織として一括で支払うことを意味する。
*以下は、2004年に著作権法第35条ガイドライン協議会が公表した「学校そ
の他の教育機関における著作物の複製に関する著作権法35条ガイドライン」
を参考にしており、今後、「著作物の教育利用に関する関係者フォーラム」に
おける検討の結果により変化することもあることにご留意ください。
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本節に関する注記
*本節の内容は、2004年に著作権法第35条ガイド
ライン協議会が公表した「学校その他の教育機関に
おける著作物の複製に関する著作権法35条ガイド
ライン」を参考にしており、
今後、「著作物の教育利用に関する関係者
フォーラム」における検討の結果により変化する
こともあることにご留意ください。
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ご清聴ありがとうございました。
